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はじめに

インド経済思想史において、19世紀後半は、1757年から始まる植民地統治下で英語高等教育を受けたインド新エリート層が、海外への渡航や大規模飢饉を経験してインドの貧困問題に目覚め、同時代の欧米における経済思想の影響を受けながら、インド経済の問題点と対策を考察し始めた、いわばインド経済思想の創成期として位置づけられている。この時期に形成された、「富の流出」論
や、「相対性」論
、「スワデーシー」論
などは、植民地統治下でインドが貧困化しているという当時の印象を深く反映しており、その後インド知識層が大英帝国内の自治権やインドの完全独立を求めてゆく中で大きなイデオロギー的支柱となった。またこの時期のインド経済論の多くが、植民地政府の自由放任主義的経済政策を批判し、経済活動に対する国のより大きな介入を求めるものであったため、20世紀前半に、インド知識層が保護主義や社会主義へと傾倒する基礎が形成された。

19世紀後半に活躍したインド経済論者の中で、M・G・ラーナデーは、フリードリヒ・リストの国民経済論を紹介し、インドの工業化を提唱した論者として特に評価されてきた。たとえば、1990年に『ラーナデー経済著作集 Ranade’s Economic Writings』を編集したビパン・チャンドラは、その序文のなかで、ラーナデーが工業部門を重視したことに触れ、不安定な農業への過剰な依存や未耕地の不足という当時のインド経済の状況を反映し、工業の持つ教育効果に期待するものであったと論じている(Chandra [1990]: xvii-xix)。また、1993年に『インド経済思想史 A History of Indian Economic Thought』を著したA・K・ダスグプタもまた、ラーナデーの経済成長論を商工業重視と性格づけ、農業部門と工業部門の協調的発展や、リストの経済発展段階論、商工業の将来的発展性を重視するものであったと論じている(Dasgupta [1993]: 90-91)。さらに、やや遡るものの、インド経済思想史研究の第一人者の一人であるB・N・ガングーリーもまた、ラーナデーの経済論は工業化を本質とする「経済的ナショナリズム」であり、そのための積極的な国家的支援・保護を求めるものであったと論じている(Ganguli [1977]: 171)。このように、代表的なこれまでの研究は、ラーナデーの経済論を、工業化を重視するものとして捉えてきたのである。

しかしラーナデーの経済論の核が工業化にあるとする上記のような分析は、主に彼の1890年以降の講演や著作を重視して形成されたものであり、具体的には「蘭領インドとその耕作システム Netherlands India and the Culture System」(1890年7月) 、「インド産業会議 Industrial Conference」(1891年8月)、「インドにおける対物信用再編論 The Re-organization of Real Credit in India」(同左)、「インド政治経済学 Indian Political Economy」(1892年7月)、「鉄工業論－先駆的試み Iron Industry –Pioneer Attempts」(1892年8月?)、「インド手工業の現状と概観 Present State of Indian Manufactures and Outlook of the Same」(1893年8月?)という6本の講演をもとに執筆されたものである。一方、ラーナデーには1878年から1884年にかけて『プーナ人民協会季刊誌 Quarterly Journal of the Poona Sarvajanik Sabha』に、インド西部のデカン地方の農業問題を中心に15本の論考があり、執筆の量としては1890年以降の講演を上回るが、これまで先行研究において重視されることはなかった。
ラーナデーの1890年以降の工業化論と、1884年以前のデカン地方農村経済論との間に、どのような関連があったかについては、これまで十分な結論が出されてきたとは言いがたい。たとえば先述のダスグプタは、ラーナデーの農村経済論を、あくまでも彼の工業化論に従属するものであり、経済発展の源として農業は重視されていなかったと述べているが (Dasgupta [1993]: 100)、実際にはラーナデーは1884年以前、土地制度改革による農業生産性改善への期待を度々述べており、ダスグプタの分析はこの点においてあまり説得的ではないといえる。また、他の先行研究は、ラーナデーの経済論が、多くの経済部門の開発方法を論じており、包括的であると賞賛する一方、工業化論と農村経済論との関連には触れていない。つまり、先行研究はラーナデーの1890年以降の工業化論を注目する一方、彼の経済論の通時的な変遷にはあまり関心を向けておらず、彼の1884年以前の論考は一貫して軽視されてきたのである。

　このようにラーナデーを工業化論者として総括し、彼のそれ以外の論考を軽視することは、インド経済思想史をインド独立運動史の文脈に組み込み、独立後のネルー政権が社会主義的計画経済を採用し、重工業化路線を押し進めたことへとつながる流れの中にラーナデーを位置づけるには簡便であるが、そのような枠組みは実際には過度の単純化と偶像化を含んでおり、同時際の文脈と資料に基づいた最高が必要である。

　ラーナデーが主に工業化を論じていたとされる1890年以降と、主にデカン地方の農業問題を論じていた1884年以前との間には、5－6年間にわたる「空白期間」がある。この報告はこの空白期間の存在を重視し、それ以前の彼の論考を分析した上で、1890年代の彼の講演、特に1893年の「インド政治経済学」の内容と比較することを目的としている。

　報告の順序は以下のとおりである。まず(1)ラーナデーの生涯と、19世紀におけるデカン経済の状況を概観し、次に(2)彼が『プーナ人民協会季刊誌』にデカン地方の農業問題について執筆を始める1878年の直前に当たる、1870年代のインド西部における、インド知識層の経済論をボンベイ管区司法省「在地新聞報告書」や諸著作集などをもとに分析し、さらに(3)1878年から1884年にかけてのラーナデーの農村経済論を分析した上で、結論を論じたい。

1．ラーナデーの生涯とデカン地方の経済状況

ラーナデーの生涯

　M・G・ラーナデーは、1842年にインド西部ナーシク県（現マハーラーシュトラ州ナーシク県）のチトパーワン・バラモン
の家に生まれ、父親はコルハプル藩王国の下級官吏であった。彼は、コルハプルに設立されたばかりの公立学校でマラーティー語初等教育と英語中等教育を受け、ボンベイのエルフィンストン・カレッジ（1835年設立）で高等教育を受けた後、1862年にはボンベイ大学初の文学士号、1866年には同大学法学士号、1871年には弁護士資格を取得して判事となり、1893年にはボンベイ高等裁判所判事に昇進した。つまり彼は、バドルッディーン・ティヤブジー(b. 1844; d. 1906) やK・T・テーラング(b. 1850; d. 1893)、N・G・チャンダヴァルカル(b. 1855; d. 1923)などとともに、植民地体制初期のインド西部における代表的インド人判事であった。判事として彼は1881年からデカン農民救済法（1879年成立）の運営に携わり、1887年には同法の主席特別判事に就任している。1901年に58歳で死去している。

ラーナデーは判事としてだけではなく、社会・宗教改革運動家、政治思想家としても知られている。彼は政治的には、イギリス帝国からの独立は目指さず、政策面の改善を求める「穏健派」の一人であり、晩年にはB・G・ティラク(b. 1856; d. 1920)等、より強硬な運動方法をいとわない「急進派」と対立した。彼は1871年にプーナ人民協会（Poona Sarvajanik Sabha）に入会し、1878年以降、同協会機関誌（『プーナ人民協会季刊誌 The Quarterly Journal of the Poona Sarvajanik Sabha』）の主要執筆者となり、マドラス－ボンベイ飢饉(1876年－1878年)の被害状況の調査や、経済・政治問題の論考執筆を行った。また1885年には、公務員としての制約がありながら、インド国民会議派第1回大会に出席しており、A・O・ヒュームやD・E・ワーチャーなどその主要指導者らとの交流を続けた。宗教活動としては、1879年にプラルタナト・サマージ
に入会し、古代ヒンドゥー教の教義への回帰などを訴えた。社会運動としては、1887年、R・ラグナト・ラオとともに、寡婦再婚やサティー
などインド社会の問題を話し合う、インド国民社会会議を開催した。

ラーナデーはまた、1890年にインド西部産業協会を設立し、先行研究で注目された講演「インド政治経済学」もこの協会で行ったものである。彼はデカン地方を中心に、著名な経済論者として認識されていた。
19世紀におけるデカン地方の経済状況

　ラーナデーが生まれ、その生涯の大半を過ごしたデカン高原西部は、第3次マラータ戦争(1817年－1818年)や、1848年のサタラ藩王国併合などを経て、19世紀前半にイギリス東インド会社に植民地化された地域であり、植民地化以前はマラータ同盟の統治下にあった地域である。比較的降雨量の少ない高原に位置し、河川による灌漑も限られていたこの地域において、主要作物はジョワールなどの雑穀と商品作物としての小麦や綿花、サトウキビなどであった。17世紀から18世紀にかけて一時はインド亜大陸の半分を支配したマラータ同盟の旧都サタラと、その宰相の宮殿のある首都プーナを有し、政治的には中心的な役割を果たしながら、経済的にはやや周辺的な地域であった。

　19世紀におけるこの地域の経済状況に関する研究としては、グハ(1985)やチャールズワース(1985)などが著名である。

19世紀は、ボンベイを中心とするインド西部の港湾地帯においては、国際貿易の急速な拡大や、最初の商業鉄道の開通（1853年）、最初の綿工場の操業開始（1856年）など、一定の発展を遂げた時期である。また1860年代前半には、アメリカ南北戦争の混乱に乗じた空前の綿花輸出ブームが起こり、その後の株式バブル崩壊と不況を経たものの、綿作地帯と商人階級にある程度の富を残した。

一方で農業はいまだ圧倒的な割合を占める産業であり、特に内陸部であるデカン地方においては、政治的首都を失ったことで伝統的な宮廷手工業が衰退し、綿布や日用手工業品の一部は輸入品に代替され、耕地面積は1850年代から1870年代初期にかけて比較的急速に拡大したものの、1870年代中盤以降は長期的な停滞期に入り、地域経済が貧困化しているという意識を持つインド知識層は少なくなかった。また1875年には、重い負債を負った農民が金融商を襲って証文を焼やす「デカン農民反乱」が勃発したほか、全インドで700万人の人口低下をもたらしたというマドラス－ボンベイ飢饉（1876年－1878年）や、その後のインド大飢饉（1898年－1901年）など、農民の恒常的な貧困に根ざした悲惨な飢饉を数多く経験し、十分な対策をとらない植民地政府への不満は高まっていた。

2. 1870年代におけるインド知識層の経済論

　植民地期のインド西部において、西洋教育を受けた知識層の間でインド統治や経済状況に関する世論が形成され、それに関する議論が展開されてゆく上で、新聞や政治団体、社会協会などは中心的な役割を果たしてきた。

ボンベイにおいて英語以外の言語の新聞(Bombay Samachar)が最初に出版されたのは1822年のことであり、その前年にはカルカッタでインド初めての現地語新聞（Sanghad Kaumudi）が出版されている。1870年までにインド西部のボンベイ管区で、130以上のタイトルの新聞が出版されるようになった。その各々の発行数は数百だったとはいえ、インド知識層の意見形成に貢献した。
　また1860年代から1870年代にかけての鉄道建設は、インド各地の知識層の相互交流をより容易にし、またその過程においてインド各地の状況をより直接的に知ることを可能にした。ナオロジーが1869年に東インド協会ボンベイ支部を設立し、スレンドラナト・バネルジー1876年にインド協会(Indian Association)を設立するなど、全インド的政治組織の形成を目指した動きがこの時期に現れたことも、この鉄道建設と無縁ではない。

　1880年代以降、政治運動に組み込まれて著名となるインド経済論の原型の多くが、1870年代にすでに現れており、ラーナデーもまた、この時期の経済論に影響を受けながら、執筆や講演活動を行っていたのである。

国産品愛用によるインド在来手工業振興
　国産品愛用によるインド在来手工業振興、いわゆる「スワデーシー」運動は、1905年のベンガル分割令を契機としてインド東部で広まったイギリス製品ボイコット運動にとして良く知られているが、その思想的起源は少なくとも1830年代のインド西部にまで遡ることができる。M・J・ジャーダヴによると、1832年にはバルシャーストリ・ジャムベーカルが、1840年代にはラームクリシュナ・ヴィシュヴァナートとゴーパル・ハリー・デーシュムクが、1850年代にはバウ・ダジ・ラドが、それぞれ在来手工業の保護・育成を論じ、またその振興活動に取り組んでいる(Jadav [1997]:44)。そして、インド西部において国産品愛用による在来手工業振興を社会運動にまで高め、全インド的な話題に押し上げたのは、プーナ人民協会創始者の一人であり、社会運動家でもあった、ガネーシュ・ヴァスデーヴ・ジョーシー(b. 1828; d. 1880)である。

　1828年にサタラ（現マハーラーシュトラ州サタラ市）で生まれたジョーシーは、初等教育しか受けなかったが、プーナ市の序判事事務所で書記として働いた後、独学で資格を取得して弁護士となり、1870年にはプーナ人民協会を設立するなど、社会・宗教・経済・政治運動において中心的役割を果たすようになった人物である(Jadav [1997]:35-36)。彼は1872年１月12日、外国品不使用の決意表明を行い、その「決意表明書 (Nishchaya Patrika)」を回覧させて、デカン地方各地で国産品愛用運動の参加者を募った。また、在来手工業の発展促進のため、プーナ国内貿易振興協会（Poona Deshi Vyaparottejak Mandali）を設立した。

1873年7月13日付けのボンベイのグジャラーティー語紙、Rast Goftarはその決意表明書の内容と、その回覧状況について次のように紹介している。

「（決意表明書は）内陸部において既に多数の署名を集めており、さらなる署名を求めて広く回覧されている。その内容は以下のようである。ヨーロッパからあらゆる種類の商品や工業品が、より大量に、広く、急激に、輸入されており、在来の産業や手工芸品は急激に押しやられ、破壊され、在地の手工業者や労働者は貧困や飢えに瀕している。ヨーロッパ製の工業製品は製造機械において優位にあり、在来の手工芸品よりも安く、後者をわが国の市場から追い出している。このような状況においては、（代替的）国産品がある場合外国製品を買わず、外国製品よりも国産品が多少高価、もしくは品質的に劣っていたとしても国産品を購入し、在来の産業や技術の急速な衰退、その最終的な消滅を連帯して止めることが、自国を愛し、自国民に共感する全在地民の義務である。（中略）Rast Goftarは上記のような決意表明書が自然の摂理との戦いだと理解しており、このことについて今考えを表明する意図はない。現在のところは、この書類が回覧されており、多数の署名を集めていると伝えるだけである。」(Report of the Native Papers, 19 July 1873, p. 9)

Rast Goftarは、1851年にダダバイ・ナオロジーが創刊した新聞であり、比較的教育水準の高い商人層によく読まれていたと考えられるが、上記の記事においては、ジョーシーの「決意表明書」を「自然の摂理との戦い」とやや否定的に評しているのは興味深いところである。
ジョーシーの住むプーナにおいては「決意表明書」に共鳴する人々が市内に在来手工芸品の店を開店するなど、運動はしだいに影響力を拡大させていた。また、このジョーシーの運動との関連性は必ずしも明らかではないが、1873年から1876年にかけてインド東部のベンガルにおいては、ボロナト・チャンドラが、国産品愛用をMookerjee’s Magazine紙上で訴えている(Chandra [2004]: 65)。つまり、19世紀前半に始まった国産品愛用思想は、国内の在来手工業者に対する共感などの情緒的なものを基礎としながら、1870年代にはデカン地方やベンガルなど、広い地域のインド知識層の間で認知されるようになっていたのである。

一時的な保護関税による近代工業化促進

　インド西部経済にとって1870年代は、1860年代前半の綿花輸出ブームで大幅に上昇していた農作物価格が次第に下落し、デカン地方など内陸部において農業の停滞が顕著であり、また旱魃や飢饉の頻発した時期であったが、ボンベイの綿工業は急速な発展を遂げていた。この綿工業は、主にパールシーなどのインド資本で設立、運営され、国の特別な支援は受けていなかったが、この綿工業をインドのより広い範囲に拡大し、さらにほかの近代工業をインドに根付かせるため、一時的な関税保護を政府に求める人々も存在した。彼らはエルフィンストン・カレッジなどで英語高等教育を受けた後、The Fortnightly Reviewや、創刊されたばかりのThe Nineteenth Centuryなど、イギリスの定期刊行物を購読し、欧米の歴史学派に魅力を感じ始めていた。K・T・テーラング(b. 1850; d. 1893)はそのような最初期のインド知識層の一人であり、彼の1877年の講演は、後にラーナデーの思想にも影響を与えた。

テーラングはラーナデーよりも8歳ほど年少のボンベイ生まれのバラモンであり、ラーナデーと同じくエルフィンストン・カレッジで文学士号、文学修士号、法学士号を取得した後、1872年に判事試験に合格している。彼はサンスクリット語に優れ、在学中に執筆した論文「シャンカルチャールヤの生涯 The Life of Shankaracharya」(1870年)や「ラーマーヤナはホメロスの模倣なのか Is Ramayana Copied from Homer –A Reply to Professor Weber」(1872年)により東洋学の分野で頭角を現したほか、判事としてヒンドゥー法の解釈に携わり、1875年には聖典「バガヴァッド・ギーター」の英訳を出版した。聡明さと雄弁さで知られ、1889年にはラーナデーに先駆けてボンベイ高等裁判所の判事に就任したが、1893年、おそらく赤痢により、42歳で早逝している。高等裁判所判事に就任する前、彼は政治運動に高い関心を持ち、現地語出版物による過激な政府批判を禁止する「現地語出版物法」（1878年）反対運動や、内陸部でインド人判事がヨーロッパ人の被告を裁くことを許可する「イルバート法案」(1883年)支持運動に参加し、1880年代初期には東インド協会ボンベイ支部役員をも勤めた。1877年3月29日に彼がボンベイのサッスーン技術者学院で行った講演「インド人の観点から見た自由貿易と保護主義 Free Trade and Protection from an Indian Point of View」は、当時問題となっていた英国産綿製品に対する7.5パーセントの関税廃止に抗議するもので、また保護関税によるインドの近代工業化を論ずるものでもあった。

　講演の前半においてテーラングは、まずJ・S・ミルの『自叙伝』やJ・E・ケアンズの「政治経済学とレッセフェール Political Economy and Laissez Faire」(Fortnightly Review, 1871年7月）の記述を引用しながら、政治経済学の原理を現実の政策決定に直結させるべきではないと論じ、さらに保護主義に対する一般的な批判が、インドの状況に当てはまるか個別に検証している。

まずテーラングは、保護関税がその対象品目の国内価格を引き上げ、多数の消費者の犠牲のもと少数の生産者を優遇するという批判に対し、綿工業のように、インドが絶対優位を持つと想定できる産業においては、保護関税による国内物価の上昇は一時的なものであり、その後解消されるはずだと、デイヴィッド・サイムの論文（Fortnightly Review, 1873年4月)に言及して論じている。

2点目に、保護関税のない場合と比較して、国内総生産が縮小するという議論に対しては、インドにおいて綿工業よりも利潤の上がる産業が指摘できない限り、空論に過ぎないと批判している。

3点目に、保護関税は資本を自然な経路から逸脱させるという批判に対しては、インドのように企業家が少なく、資源に関する情報も乏しい地域においては、生産的に活用されていない資本が相当額存在し、そのような退蔵が解消されない限り、綿工業への投資拡大が他の産業の圧迫になるとはいえないと論じている。また農業への投資については、未耕地が残り少ない状況において、更なる投資は「荒地をたたく」だけであると、J・E・T・ロジャースの『政治経済学』の記述に言及しながら論じている。

4点目に、保護関税は産業の活力低下や企業家階級の道徳的退廃につながるという批判に対しては、J・S・ミルの『政治経済学原理』の記述に言及しながら、保護関税が一時的な措置だと明確に理解されていれば、道徳的退廃はないと論じている。

5点目に、貿易活動には道徳的・知的効用があり、保護関税はその効用を阻害するという指摘に対しては、インドのように機械に関する知識や理解がほとんどない国において、生産性向上に資する知識が自由貿易により増大することは想像しがたいと反論している。

6点目に、貿易、産業への国の介入が問題であるという批判に対しては、インドにおける過去数十年の政府による介入は、運河・鉄道の建設、綿花栽培実験、伝染病防止法やワクチン法の制定、綿花不純物混入防止法の制定、郵便局の設立や郵便料金の統一、考古学的調査、大学・カレッジ・学校等教育機関の設立など、恩恵的なものが大部分であると反論している。さらに、インドは国による保護や指導、支援がない限り、自国の資源を知ることのできない国であり、資源を知っても開発方法についての知識がなく、資源やその開発方法についての知識を得ても、国による奨励がなくては開発ができない国であると述べている。

講演の後半部においてテーラングは、飢饉の頻発するインドのような社会において、その被害の軽減のために農業以外の産業は必要であり、また完全な農業国家は高度な文明段階に到達し得ないことから、保護主義により工業を育成することが必要であると論じている。また「多数の都市人口を有しない国家が、農業において高い生産性を実現することは稀であり、多数の都市人口を代替できるのは、大量の農産物輸出以外ありえない」という箇所をミルの『政治経済学原理』から引用し、インドの鉄道輸送費はいまだ高価であるため、農産物輸出は都市人口の代替でありえず、よってインドは都市人口を増大させない限り、高い農業生産性を実現できないと論じている。

　テーラングはこの講演を以下のように総括している。

「近代文明の大いなる進展に、工業は不可欠である。工業なくては、我々の産業状況は異常であるとみなさなくてはならない。農業だけでは、我々の経済は、本来実現可能な水準よりも、より貧しく、より不満なものとならざるを得ない。このような状況において、インドの産業保護は、イギリスにおける航海法と同様、理論的正当性があるといえる。」(Telang [1877]: 60)

後に述べるように、ラーナデーがプーナ人民協会季刊誌1881年7月号に執筆した「オーグスタス・モングレディエンの『自由貿易と英国商業』に関する書評」は、このテーラングの上記の講演に強く影響を受けたものである。しかしその一方で、同時代の新聞等のメディアを通じて、テーラングの上記の論がインド知識層に広範な影響を与えたとは言いがたい。手元の史料から見る限り、彼の近代工業化論は、講演後しばらくの間、埋没していたかのようである。

「富の流出」論

ダダバイ・ナオロジーが「富の流出」論の枠組みを最初に公の場で論じたのは、1871年のロンドンにおける講演においてとされている。この講演がおこなわれた時点で彼はすでに、インドの国民生産や「富の流出」額について詳細な推計をおこなっていたといわれるが、この講演自体は短いものであり、彼がその推計値を正式に発表し、その「富の流出」がいかにインド経済を圧迫しているかについて説得的に論じたのは、1876年、彼が東インド協会ボンベイ支部でおこなった報告「インドの貧困 The Poverty of India」においてのことではないかと考えられる。

この報告においてナオロジーは、1867年から1871年にかけての作物別耕地面積統計や人口統計などをもとに、豊作の年の英領インドにおける一人当たりの国民生産を40シリング（＝2ポンド）程度と推計し(Naoroji [1901]: 25)、さらに、インド各地の刑務所における囚人の生活費や、人口に占める子供の割合から、インドの各管区や州における大人一人の生活費を16から41ルピー（＝1ポンド12シリングから4ポンド2シリング）と推計し、よって豊作の年であってもインドに生産余剰はほとんどないと結論付けた(Naoroji [1901]: 31)。さらに彼は、貿易統計をもとに、1835年から1872年までの38年間におけるインドの輸出超過額を総額4億5300万ポンドと推計し、その見返りのない輸出、つまり「流出」の内訳は、ヨーロッパ人インド官僚による祖国への送金や、イギリスにおけるインド政府の給与・年金払い等の歳出、および民間ヨーロッパ人による祖国への送金などであると論じた(Naoroji [1901]: 38)。ナオロジーはこの巨額の「流出」がインドの資本形成を妨げており、そのためにインドの貧困化が進行していると論じた。

ナオロジーはこれに先立つ1871年、イギリス議会インド財政委員会（1871年－1874年、H・フォーセット議長）に証人として立ち、上記の1876年の報告のうち、国民生産と最低限の生活費の推計に関する箇所を、意見書として提出している。1873年、東インド協会ボンベイ支部が同委員会に代表者一人を証人として送るとき、一時はその代表者候補としてラーナデーが検討され、またラーナデー自身も証言の草稿を作成していた。結局はラーナデーではなく、ナオロジー・フェルドンジーが代表者として選出されたが、そのラーナデーの草稿は「富の流出」論の影響を強力に受けたものであり、1872年12月および1873年2月、プーナ国内貿易振興協会で公開講義として発表された。つまり、ナオロジーの「富の流出」論は、1876年の東インド協会ボンベイ支部における彼自身の報告の他に、ラーナデーの公開講義参加者によっても知られていたことになる(Sovani [1995]: 137-138)。

しかし「在地新聞報告書」などを見る限り、1870年代において「富の流出」論は、先述の国産品愛用運動などと比べ、インド知識層の間でそれほどの反響を呼んでいなかったように見える。ラーナデーも、当初は「富の流出」論に強い影響を受けていたが、次第に関心を土地制度などに移し、1890年の講演「インド産業会議 Industrial Conference」においては、同論の批判すらおこなっている。「富の流出」論は1880年代中盤以降、ティラクなどプーナの政治的急進派グループに反政府イデオロギーとして受け入れられることとなるが、それ以前において同論がインド知識層に与えたインパクトは、それほど広範なものではなかったと考えられる。

土地制度改革論

　1870年代において、インドの貧困の原因もしくはその対策として、もうひとつ注目を集めていたのは、土地税度改革により農業生産性が向上するという議論、特に、ベンガルで1793年以来施行されている、永代地代制
を、インド西部に導入することによって、貧困問題が改善されるという議論であった。

インド西部は、マラータ同盟統治下で「カマールkamal」と呼ばれる査定上限額が各村について設定されたことのある地域であり、18世紀後半の同政権の軍事費拡大に伴って、次第に上限のない査定制度へと移行していったとはいえ、プーナ市周辺などの政治的中核地帯では、査定上限額がある程度残存していたとされている(Wink [1986]: 278-280)。マラータ同盟統治下の農村において、自作農もしくは地主である「ミラースダール」は、自由に土地を売買する権限を持つほか、農村内の地税分配などの村の運営において、ある程度の権力を有していた。

1818年以降、この地域を植民地化した東インド会社は、1830年代、当時ロンドンの東インド会社で主席審査員であったジェームズ・ミルなどの主導により、この地域にライヤトワーリー制を導入した。新しい土地制度は、それまでの農村単位の地代査定を廃止し、農村内の各耕地の土壌や作物、作物価格などを詳細に調査して、「科学的に」経済的地代を算出し、その査定額を30年ごとに更新するというものであった。

この新地税制度は、マラータ同盟統治下の地税査定制度が、査定官の汚職や、村内弱者の抑圧を伴うものであったという反省のもとに導入されたが、イスラム王朝の伝統を取り入れて、全ての土地を「国有地」と規定したことや、導入時に査定額が大幅に引き上げられたこと、さらに1860年代後半から1870年代にかけて行われた再査定が、1860年代前半の綿花輸出ブームを受けた農作物価格の高騰期と重なり、再び大幅な査定額引き上げを伴ったことから、この地域の農業不況の一因となり、また旧ミラースダール層の不満を呼んでいた。
1875年にデカン農民暴動が発生し、さらに1876年から1878年にかけて深刻な飢饉が起こると、デカン地方の貧困化が進んでいるという認識が、インド知識層の間でさらに高まり、ライヤトワーリー制が、その度重なる再査定により、土地への投資を妨害しているという論考が新聞等においても、頻繁に取り上げられるようになった。そしてその中心的な論者の一人がラーナデーだったのである。

科学的農業の普及

　1870年代にインド知識層の間に存在した経済論として、最後に挙げるのが、農業技術教育や科学的農法の普及による農業生産性向上に期待する論である。この論は、農産物輸出、とくに綿花輸出で19世紀初頭から急激な成長を遂げたボンベイで早くから支持されてきた論であり、農村部の貧困問題が表面化し、貿易活動もやや停滞した1870年代においても、西洋的教育を受けた層の一部で支持されていた。

たとえば1872年9月1日付けのRast Goftarは、欧米で設立されているような農業学校や工業カレッジを、インドにも設立するべきだと論じている(Report of Native Papers, 6 September 1872, p. 7)。また1879年1月8日付けのPoona Heraldは、科学的農法を教える学校を設立して若い農民を受け入れ、さらに、農法を改良しようとする生徒に、卒業後、資金を提供すべきだと論じている(11 January 1879, p. 4)。

しかし、西洋的科学の応用によりインドの農業技術も向上させるという上記のような期待は、綿花ばかりに偏った農業試験場の設立や、相次ぐ栽培実験の失敗、西洋とインドとの気候的差異などにより、1870年代にはすでに放棄される傾向にあった。
3．ラーナデーの農村経済論（1878年－1884年）

　ラーナデーは1872年と1873年に行った先述の公開講義により、デカン地方においては、著名なインド経済論者として認識されるようになった。彼が1878年以降プーナ人民協会季刊誌に執筆した論考の過半数も、経済問題関連である。しかし彼は学生時代や1860年代においては、決して経済問題の論者、執筆家ではなかった。以下、この報告においては、最初に1877年以前の彼の著作や講演を概観して、1878年から1884年までのインド経済論の執筆が、彼にとって一種の「新しい試み」であったことを明らかにする。さらにその上で、1878年から1884年までの彼の経済論を、(a)デカン農民の貧困、(b)マラータ同盟期の理想化、(c)地主層の形成過程、(d)地税制度改革と農業投資の拡大、(e)農民の活性化、(f)諸産業の協調的発展、の6つの側面から分析してゆきたい。

1877年以前のラーナデーの著作・講演

　ラーナデーが法学士試験に合格して、学生生活を終えるのは、1866年のことであるが、それ以前の彼の著作や講演には、残存していない、もしくは未刊行で閲覧困難なものが多く、この報告の時点で十分な調査ができているとはいえない。しかし(a)入学試験や学位試験、奨学金試験などの試験論文、(b)学生文学科学協会における報告論文、(c)Indu Prakash紙に1862年以降数年間にわたって執筆した記事、に関しては、少なくとも題名がわかり、内容について二次文献に言及のあるものがいくつか存在する。ここではまず、この3種類の文献について、その内容をたどれる限り概観してみたい。

　(a)は、未刊行で2冊本の「小論集」や、「ボンベイ管区公衆教育局長報告書」、エルフィンストン・カレッジ新聞に収録されているものだが、どれも現時点で確認できていない。しかし、タッカーの伝記などの2次文献から見る限り、その内容は主に歴史に関するものであり、後年の彼にも見られる、シヴァージー統治期のマラータ同盟の理想化や、古代ギリシャ文明、近代英国文明への賞賛を見ることができる。ムガル朝オーラングゼーブ帝に対抗するシヴァージーの戦いを「マラータ民族国家」建設のための解放闘争と賞賛したため、植民地統治批判と捉えられ、奨学金差し止めの原因となった小論もこの中には含まれている(Tucker [1972]: 35-41)。

(b)の学生文学科学協会における報告は基本的に散逸したと考えられており、いくつか報告題目が判明するものの、その内容は同時代の協会参加者の回想録から断片的にうかがわれるのみである。内容は、カレッジにおける教育内容を反映した、近代化賞賛であり、無知で浪費的なマラータ領主層への批判や、社会改革運動に積極的なベンガル人への賞賛などが含まれていたという。また「過剰人口の悪影響The Evil Effects of Overpopulation」(1864年)と題された報告では、出生率は管理不可能であるという当時の風潮を批判するものであったといい、おそらく厳密に忠実でなかったにせよ、マルサスの『人口論』に触発された内容であったと考えられる(Jagirdar [1972] :14)。

　(c)のIndu Prakash紙の記事に関しては、題名がいくつか判明しているもので、内容はわからない。

　1866年にボンベイ管区政府の東洋語翻訳官に就任したラーナデーは、翌年、ボンベイ管区で出版されたマラーティー語著作物の目録作成に携わり、その序文を執筆している。一方、1年間ほどデカンで勤務し、ボンベイに帰還した彼は、プラルタナト・サマージに入会し、1870年には寡婦再婚問題について小論を、1872年には同サマージの「信仰告白」を執筆している。この間の1871年、彼は簡易裁判所準判事としてプーナに赴任した。

　先述のようにラーナデーは、1872年と1873年、ナオロジーの富の流出論に強い影響を受けた公開講義をプーナで行っているが、この公開講義は彼にとって、少なくとも法学士号獲得後初めての、インド経済問題に関する本格的な考察であったと考えられる。しかしその後1877年まで、プーナにおいて彼は、判事としての職務以外は、社会改革運動や女子教育運動などに主に力を注いでいたようであり、インドの経済問題について彼がある程度集中して論じ始めるようになるのは、1878年の『プーナ人民協会季刊誌』創刊以降のことであったと考えられる。

デカン農民の貧困

1878年から1884年にかけてラーナデーが『プーナ人民協会季刊誌』に執筆した経済論は、根源的には全て、同時代のデカン地方における農民の窮状と、その原因や対策に関する考察を記したものである。

先に述べたように、1876年から1878年まで続いたマドラス－ボンベイ飢饉は、インド亜大陸の南半分と、ガンジス河上流域やデリー周辺という広大な地域を被災地とし、これによる人口減少は700万人と推計される悲惨なものであった。プーナ市を含むデカン西部一帯もその深刻な被害地域に含まれており、プーナ人民協会は、各県に被災状況の調査員を派遣し、その詳細な報告書を季刊誌に掲載した。この調査でラーナデーは中心的な役割を果たしたといわれている。

　ラーナデ自身も1881年、デカン地方4県の社会・経済状況について、以下のように述べている。

「我々には、稀で不定期な雨しか降らない貧しい土地しかなく、人口はまばらで、住民の大部分は教育を受けていない農民であり、疲れきった土地を耕すほか雇用がなく、家長一人当たりの土地は10エーカー未満で、土地からの純益の3分の1は地税として徴収され、一家族（年間）60ルピー以下という生存水準の生活を強いられ、どうしようもない要因でできた重い負債を多数の小規模金融業者から抱え、自分の資金では耕作もできないでいる。この状況こそが、この土地で顕著なのである。」(‘Land Law Reform and Agricultural Banks’ 1881年10月 vol. 4, no. 2. Chandra [1990]: 160)

1860年代の綿花輸出ブームと、それに伴う大幅な農産物価格上昇を受けて、1870年代初頭まではデカン地方もまた、比較的良好な経済状態にあった。1850年代から続いた鉄道建設のための公共投資もこの良好な経済状態に貢献していた。しかし、物価は1860年代中盤をピークに下落を続け、1870年代の再査定により35－50パーセント地税額が引き上げられ、1872年から数年間続いた不作により地税滞納額は増大していた。そしてこのような状況で起こったデカン農民反乱についてラーナデーは「腹の反乱」であり、「この土地に何年も飢饉が続かなければ、労働力を吸収・管理する通常の経路が干上がらなければ、この国一面に貧困や飢餓が広がっていなければ、無法集団らが人々を魅了することはなかったはずだ」と述べている(Chandra [1990]: 2)。

このデカン地方の困窮において、政府の硬直的な地税運営に対する批判は強かったが、ラーナデーもまたこの問題について以下のように政府を批判している。

「政府は県長官に対し、県長官は現地の徴税官に対し、早期の地税徴税を命じ、もしも全額徴収できなければ叱咤する仕組みになっている。このような命令のもとでは、半飢餓状態で悲惨な状態にある農民から調理器具や石臼まで徴収し、売り払うようなことが起きる。徴収できるものがないと、農民の耕作地が競売にかけられ、入札者がいないと、1－2アンナ（16分の1から8分の1ルピー）というほとんど名目的な価格で国が買い取る。このようなシステムが改善されない限り、1－2年豊作が続いたところで何の役にも立たないだろう。」(‘The Deccan Agriculturists Bill,’ 1879年10月vol. 2, no. 2. Chandra [1990]: 43-4)

　また、1859年から1860年にかけて行われた法制度改革により、以前に比べて司法手続きは煩雑・高価となり、債権者である金融業者の立場が強化され、さらに3年ごとの証書更新の度に印紙代、弁護士代、法廷費用、利子が元本に組み込まれ、農民の負担増大につながっていた(Chandra [1990]: 28-29)。
マラータ同盟期の理想化

　上記のようなデカン地方の貧困状態は、どのようにすれば改善できるのか。この問題についての、ラーナデーの論考の枠組みは、やや復古的なものである。

ラーナデーは、植民地化される以前のマラータ同盟期の統治体制、特に土地制度が、経済発展に適したなものであったと考えていた。例えば、彼は経済発展において、経済的に豊かで知性・道徳を備えた大地主層と、勤勉な小農層の混在が必要であると考えていたが、マラータ同盟期にはそのような混在状態が存在し、それが植民地化後の領地摂取により失われたと考えていた。また、かつての「ミーラスダール」は土地の処分権を含む「完全な私的所有権」を持ち、地税額は収穫の一定割合に制限され、そのため農業投資が促進されていたが、この状況もまた、ライヤトワーリー制の導入と度重なる査定引き上げにより破壊されてしまったと考えていた。最後に、マラータ同盟期においてもデカン地方の産業は農業に偏っていたが、植民地化後、手工業のパトロンとなる領主層の没落や、外国産工業製品の流入により、農工業比率はさらに悪化してしまったと考えていた。

ラーナデーは、経済発展に好ましい階級構造や土地制度、農耕業比率が、植民地化後、破壊されたと考え、現状を出発点としつつ、かつて存在した好ましい状況を再構成するべきだと考えていた。しかし現実的には(a)好ましい階級構造、特に農業開発に積極的な大地主層をいかに形成するかや、(b)土地制度をいかに改正するか、(c)農業投資の基礎となる基金をどのように形成し、何に投資するか、(d)農耕業比率をいかに改善するか、などの問題があり、これらについて彼は、試行錯誤を繰り返したようである。
地主層の形成過程

　先述のようにラーナデーは、デカン地方の農業的発展にとって、大地主と小農の混在が必要だと考えていた。例えば1883年10月号の論考において、彼は以下のように述べている。

.「この国には富裕化する要素が欠けている。主な資源は農業であり、その農業の担い手は倹約できず、貧困にあえぎ、重税を課され、所有権による鼓舞もうけていない農民である。この国には、その力と豊かさの柱となるべき誇り高き自立した独立自営農民（ヨーマンリー）が足りないだけではなく、指導的で光となるべき有産階級も足りない。土地と耕作者との完全な分離は国家的害悪であるが、すべての土地に押しなべて小農しかいない状況も同じように害悪である。この国の安定と発展のためには、上位1万人の大土地所有者と膨大な数の自作農という、農村社会における大土地農業と小農の混合が必要だ。」(‘Prussian Land Legislation and the Bengal Tenancy Bill’ 1883年10月vol. 5, no. 2. Chandra [1990]: 232-233)

ラーナデーはこの文章において、農業発展に「自立した独立自営農民」と「有産階級」の両方が必要だと述べているが、この両者の混合を実現するには、特に後者の階級を再形成させる必要があると考えていた。

しかし19世紀後半のデカン地方において、ラーナデーの考える階層がいかに形成されるかは、まったく不透明であった。マラータ同盟期の領主層の多くは恩給地（イナーム）委員会による土地改革で経済的基盤を削られただけではなく、西洋的教育を拒否し、退廃的な生活を送り、負債に苦しんでいた。西洋的教育を進んで受け入れた、ラーナデー自身を含むバラモン中産階級は、官吏や判事などの給与所得者が多く、それほどの富や土地は所有していなかった。また、人口の大多数を占める農民や小作人、手工業者などは、極端な貧困状態にあり、農業開発に必要な資金を持たない上、当面、教育の恩恵にあずかることもない階層だと考えられていた。農村部には、これらの階層のほかに、金融業者もいたが、彼らは賢く、機敏であっても、農業経営にあまり関心を持っていなかった。

　この問題に対するラーナデーの考察は、当初、自由な土地取引により農地が有能な人物に自然に集まり、それによって地主層が形成されるという楽観的なものであった。たとえば1880年10月号において、彼は農民から金融業者への土地所有権の移転について以下のように述べている。

「いかなる国においても、より知的で、より先見性があり、節制を実行する人々へ、不動産やそのほかの財産は集まるものであり、無知で先見性がなく、自活できない人々の手からはそれらは滑り落ちてゆくものである。これは神の摂理であって、政治的、感情的な理由で実務的な政治家が無視してよいものではない。バニア階級やバラモン階級などの預金する人々と、何百万人もいる軍人階級、農民階級の消費する人々の間に、慣習や教育面で格差があり続ける限り、どのように法律が規制しようとも、財産はある階級から別の階級へと移転し続ける。」(‘The Law of Land Sale in British India’ 1880年10月vol. 3, no. 2. Chandra [1990]: 77-78)

さらにラーナデーは、財産の自然な移転が、社会全体の利益となることを、以下のように論じている。
「倹約的な農民は自分の地位を守り、事業を拡大し、よりより地位へと上昇する。無関心で怠惰な農民は、よりよい人と入れ替わり、社会にとって大きな利益となる。このような変化は緩やかで有機的なものであり、既存の利権に衝撃を与えることなく、全ての階級のエネルギーを最高に高めることができる。当然、先見の明があり倹約的な階級が次第に土地を所有するようになり、国のいたるところに地主階級が生まれ、彼らが土地資源や公共事業を最大限活用するようになる。」(’The Agrarian Problem and its Solution.’  1879年7月. Vol. 2, no. 1. Chandra [1990]: 16)

このように、個人間の土地の移譲を促進し、有能な人物により多くの土地を経営させ、農業生産性を高めるという方向性は、村落を単位とした土地制度を廃止し、個人の地税負担を明確化した、ライヤトワーリー制がその導入時に標榜していたものである。つまり、1878年に『プーナ人民協会季刊誌』が創刊され、ラーナデーがデカンの農業問題について本格的に執筆を始めてから数年間、彼は、おそらくカレッジで習ったであろう、ライヤトワーリー制の標榜する農業開発の原理を受け入れ、地主層の自然な形成に期待していたのである。しかし、「人々の経済的・社会的・知的状態」が相互に一致することで、国家の恒久的な発展基盤が築かれる（Chandra [1990]: 79）という、ラーナデーの楽観的な期待は、彼の論考から次第に息を潜めることとなる。その変化のひとつの契機は、1882年4月号に彼自身が執筆した、ナオロジー著『インドの現状 Condition of India』に関する書評であったのではないだろうか。

上記のナオロジーのパンフレットは、『インドの貧困』（1878年）を補足するために出版されたものであり、後者のパンフレットで十分扱えなかった、パンジャーブ州（現在のデリー特別行政区、ハリヤーナ州近郊）の国民生産推計が主な内容となっている。ラーナデーは短い書評のなかで、ナオロジーによる推計結果を紹介した後、その方法を模倣し、「手元にある公的統計」（Chandra [1990]: 183）をもとに、ボンベイ管区における一人当たりの農業生産高を推計している。その推計結果は17ルピーであり、これは穀物に換算すると一日一人当たり4分の3ポンド（＝340グラム程度）で、人口を養える水準ではまったくないと彼は判断した(Chandra [1990]: 184)。この彼の推計値は、子供人口を考慮した調整を経ておらず、また農業以外の産業を扱わないものであったが、このような推計を行った彼が、ボンベイ管区における生産余剰の少なさに強い衝撃を受けたことは想像に難くない。つまり、この推計により、デカン地方をはじめとする農村部で農業収益を主な所得とする有産階級が自然に誕生する可能性について、彼は大いに悲観したのではないだろうか。以下見てゆくように、この書評執筆後の彼の論考には、ロシアの農奴改革に着想を得た小農の活性化など、地主層に頼らない農業開発に活路を見出そうとするものが含まれている。

ラーナデーはボンベイ管区における一人当たりの農業生産を17ルピーと試算したが、ナオロジーは『インドの貧困』において、その額を36ルピー（子供人口による調整後）と推計しており、また工業も加えた一人当たりの生産高を75シリング5ペンス（＝40ルピー弱）と推計している。ラーナデーの書評は、このナオロジーの推計には触れておらず、1878年にロンドンで出版されたパンフレット『インドの貧困』に関する情報が、当時プーナにいたラーナデーに伝わっていなかったことが推測される。

土地制度改革と農業投資の促進

　地主層の形成に期待する一方でラーナデーは、土地制度改革と農業銀行の設立があれば、デカン地方における農業投資の拡大と、農業生産性の向上は可能であると考えていたようである。

　ラーナデーは1881年10月の論考の中で、インド各地の政府預金銀行には各々2000万から3000万ルピーの預金があり、国債のうち2億ルピーはインド人によって保有されており、ボンベイの港湾基金は4パーセントの利率で十分な需要を得ていると指摘し、インドに浮動資本がないとするのは誤りであると述べている。そして、国が農民の負債状況に関する調査を行い、農業銀行を設立し、投資家に対し分配保障を行えば、ボンベイや外国の資本が農村部に流入し、利率を引き下げ、農業投資を促進させると論じている(Chandra [1990]: 169-174)。

　しかしラーナデーによると、上記のような農業投資拡大のシナリオは、全て土地制度改革と土地に対する私的所有権の強化を前提とするものであった。同じ号において彼は以下のように述べている。

「科学や実験農場で提唱されている耕作方法の改善は、すべて土地への多額の資本投資を前提としている。私的所有権の魔法だけが、人々にそのような歳出をさせる。個人経営の金融業者や株式会社としての土地銀行も、その融資先である農民がその土地に完全な私的所有権を持っていない限り、井戸の掘削や肥料の使用、ダムの建設のための貸付をしようとはしない。他の国において土地銀行が大きな成功を収めたのであれば、その成功の大部分の要因は、そのような国々の農民が国の小作人ではなく、自分の耕地に対して絶対的な権利を持っていたことにあるのは間違いない。」(‘Land Law Reform and Agricultural Banks’ 1881年10月 vol. 4, no. 2. Chandra [1990]: 177-8)

　ラーナデーによれば、1870年代の地税再査定は、1860年代から1870年代にかけての「人工的な豊かさ」を恒常的なものと誤解したものであり、その引き上げ幅は「予測不可能で、不確実で、気まぐれで、不平等で、間違いばかり」であった（Chandra [1990]: 3）。またこの査定制度は、全ての耕地は君主のものであるというムスリム王朝の伝統を鵜呑みにし、かつてヒンドゥー諸王朝の統治下で農民に認められていた土地に対する私的所有権を否定するものであり、農民による土地への投資だけではなく、金融業者による農民への融資をも妨害するものであり、デカン地方の農業発展を妨げるものであった。彼はライヤトワーリー制導入により、投資先としての魅力を土地は失ってしまったと考えていたのである(Chandra [1990]: 175)。

　ライヤトワーリー制がデカン地方の農業発展を妨げるのであれば、どのような土地改革を行うべきか。この点についてラーナデーは具体的に、個々の土地の収穫に対する地税率を固定し、各作物の標準換算価格を制定して30年間以上の周期で改定し、価格上昇以外の要因による地税引き上げを禁止するという、マラータ同盟統治下で行われたと彼が考える制度であった。
「（土地政策や、）そのほか全ての分野において、政府はこれまでの政策を見直し、ムスリム政権が敷いた絶対主義を忘れ、古いヒンドゥーの伝統に戻るべきである。後者において、王の権限は人々の権利により全ての側面で制限され、王は征服者や主権的な君主であるよりも父や経営者であり、収穫物の一定割合を保護の見返りとして王に支払えば、高知に対する絶対的な所有権は認められていた。」(‘Proposed Reforms in the Resettlement of Land Assessments’ 1884年1月vol. 6, no. 3. Chandra [1990]: 256)
比較的近年のマラータ同盟史研究を見る限り、同政権下における土地制度は、ラーナデーが考えていたほど理想的なものではなく、特に18世紀終盤には地税以外の諸税が年を追って追加され、地税の査定基準も、明確な上限のあるものではなかったようである
　このように、土地制度改革を基礎とした農業投資の拡大に期待したラーナデーであったが、この時期、具体的な投資先については、ほとんど言及していない。かろうじて記されているのは、富を持つことによって、すでにある実験農場の成果を利用したり、鉄道や運河を利用したりすることができるということである。彼は1890年以降には、サトウキビなど、簡単な機械加工を伴う商品作物の栽培推奨を論じているが、1884年以前の論考からは、そのような記述は見出せない。

農民の活性化

　ラーナデーは、特に初期において、大地主層による農業開発に期待を寄せていたが、それは、デカン地方における小農の状態や、環境、将来的な改善の見込みなどについて、彼が悲観していた現われでもあった。インドの農民が、無気力かつ怠惰で、進取の気性に欠け、結婚式などの多大な出費で負債を膨らませているという認識は、19世紀を通じて植民地官僚の間で広く流布したものであったが、当初ラーナデーはこの植民地的農民観を受け入れていたのである(Chandra [1990]: 17)。

　しかし小農に関して、ラーナデーの認識の変化は急であった。1879年10月号において、彼は「デカン農民救済法案」審議会提出演説を紹介しているが、その内容は、デカン地方の農民階級に対する人格的批判が誤りであり、彼らがかつて有能な兵士であり、現在はは勤勉な小農であることを論じ、彼らの貧困の原因が、祖先から受け継いだ負債や、地税負担、金融業者による強奪といった、外的要因にあることを論じたものであった（Chandra [1990]: 23-4）。
　この1879年10月の論考以降、ラーナデーの認識は、小農の怠惰や無気力、浪費などの道徳的欠陥の根源が、誤った土地制度にあるという方向へと向かっていったように見える。1884年1月号においてラーナデーは、1880年の飢饉委員会報告書に添付された、ルイス・マレットの議事録に言及しながら、以下のように述べている。

「ルイス・マレットによれば、政府の土地政策と、インド人にはびこる悪習と性格的欠陥との因果関係は明らかである。怠惰、倹約性のなさ、政府への無力な依存、極度の貧困、生活水準の低さ、進取性の一般的な欠如、（中略）このようなわが国民性の主要な欠陥の背景には、規模の大きな原因があるはずだ。（中略）この国民性に最大の影響を与えているのは土地制度である。ルイス・マレットの言葉によれば、土地からの純益の半分は国庫に吸収され、本来、私的所有権が完全であれば農業改良に向かうはずの基金が奪われている。（地税）負担は重いだけではなく、不確実であり、その害悪は大きい。もしも安全性と恒久性が、国家や個人の生産的エネルギーを引き出す不可欠な要素であるならば、そのような要素の欠如は、国家におけるすべての活力の枯渇につながるはずだ。」 (‘Proposed Reforms in the Resettlement of Land Assessments’ 1884年1月vol. 6, no. 3. Chandra [1990]: 238)

このような、土地制度と、農民の資質や能力、道徳性との関連について、ラーナデーが集中的に論じているのは、1882年10月号に掲載された、「ロシア農奴解放論 Emancipation of Serfs in Russia」である。この論考において彼は、ロシアにおける1861年の農奴解放令と、その後1869年にかけての段階的解放を歴史的に紹介し、「ロシアの人々が戦費用の増税にもかかわらず物質的・商業的に発展し、その帝国領が二つの大陸の4分の1を覆っているのは、間違いなく農奴解放令の成果である」と述べ、ロシアの農作物輸出の急速な拡大や、ロシア西部や中部における綿工業の発展に触れている(Chandra [1990]: 193)。

　ロシアにおける農奴解放をラーナデーは、国が率先して自作農を創造し、それにより農民の活力を引き出し、経済発展を実現した例だとしてとらえていた。そして彼は、そのような土地改革による農民の活性化は、インドにおいても可能であると考えていた。

「フランスの農民は、今日、節制的で慎重だが、これまでずっとそうであったわけではない。フランスの農民階級の状況は、かつて、アーサー・ヤングが嘆くほどであった。所有権の魔法と自由な諸制度が、それを全てすばらしく変化させたのである。ロシアの農民も、自国政府により解放されるまでの状況はひどいものであった。インド政府も、農奴を身請けするくらいの政治的手腕と慈善をもって、いかなるコストがかかろうと、インド農民を解放しなくてはならない。」(‘Emancipation of Serfs in Russia’ 1882年10月vol. 5, no. 2. Chandra [1990]: 194)

ラーナデーはまた、現行の土地制度だけではなく、多額な負債も農民の活力を奪っていると考えていた。よってその多額の負債を国の保障により、より利率の低い金融機関に借り替えさせ、同時に大規模な地税免除や減額を行うことで、農民が経済的・精神的に自立し、経済発展につながると考えていた。この彼の論の核となったのが、インド人、特にヒンドゥー教徒の人種としての優秀性という認識であった。

「農民がひとたび解放され、自立すれば、そしてその土地が、家や服のように完全に自分のものだと気づけば、彼が再び負債に走り、浪費することはない。地球でもっとも才能のある人種2億人が目覚めることは、恩恵的な（インド）政府の勝利であるが、（その実現に必要な労苦は）イギリスにおける1833年の奴隷解放や、1860年のアメリカの奴隷解放戦争、そしてその同時代の農奴解放と比べ、子供の遊びのようなものである。」(‘Emancipation of Serfs in Russia’ 1882年10月vol. 5, no. 2. Chandra [1990]: 195)

ヒンドゥー教徒の人種的優越性というラーナデーの意識は、そのヒンドゥーの伝統の継承者シヴァージーを生み出した土地である、デカン地方の人々の優秀性という意識と結びついていた。1881年10月号の「土地改革および農業銀行論」においてラーナデーは、そのデカン地方住民の「解放」を論じている。

「200年間近く、デカン諸県は、衰退しつつある古い帝国にとって、偉大なもの、期待の持てるもの全ての家であった。その精神はいまだ失われておらず、（中略）（そこに住む）人々にはすばらしい将来が待っている。彼らは、抑圧的で、精力を麻痺させ、彼らを絶望的な社会的地位向上競争へと向かわせる、地税査定の重石からの自由だけを求めている。この重圧を軽減すれば、彼らの内なる泉や行動、柔軟な力がうねりとなって物質的な改善となり、全ての古傷を治癒し、悲しい現状からの恒久的な解放を助けた（植民地）権力に対する感謝の思いで全デカンを結びつけるであろう。」(‘Land Law Reform and Agricultural Banks’ 1881年10月 vol. 4, no. 2. Chandra [1990]: 178-9)

農村開発における地主層への期待が後退しても、ラーナデーの農村経済論は、土地に対する私的所有権強化が、地主や農民の改良努力や投資を導き出すという、いわゆる「所有権の魔術」に期待するものであった。しかし私的所有権の強化が人間の活動力や能力に与える影響を、「本来持っている民族的優秀性の目覚め」という文脈に置き換え、また土地に対する私的所有権が植民地政府の導入した新査定制度により奪われたと論ずるとき、彼の論は、「外国統治のくびき」からの解放を目指すという、政治的に危険な枠組みに、大きく接近したのである。
諸産業の協調的発展

　1884年以前のラーナデーの論考は、大部分、土地制度改革の重要性を論ずるものであり、その中で工業は、不作時の備えとしての雇用の多様化という側面から言及されることが多かった。しかし1881年7月号に執筆した、「アウグスタス・モングレディエン著『自由貿易と英国商業』に関する書評」では、彼は例外的に、農業と工業の協調的発展を論じている。その内容は1877年のK・T・テーラングの講演と多くの点で重なっている。

　ラーナデーはまず、このパンフレットを概観して、インドの関税問題についての扱いを批判した後、経済理論としての自由貿易論を、以下の3点から批判している。(a)世界に恒常的な輸出超過国と輸入超過国がある現象を説明できていない。(b)国家間の貿易と、国内地域間の貿易とを同列に扱い、国家間で政治的利害や社会経済的状況が異なることを無視している。(c)互恵論に基づいた保護主義批判は、純粋な経済理論ではない。そしてこの上で彼は、純粋な農業国は豊かになれず、インドの発展には十分な都市人口や、都市－農村間の協調関係が必要なため、保護主義を支持すると論じている。

　ラーナデーはこの書評の中で、オーストラリアやニュージーランド、カナダ、南アフリカなどのイギリス植民地が既に保護主義を採用したことや、フランス、ドイツ、ロシアなどが工業化政策を推し進めていることにも言及しているが、インドにおいて具体的にどの工業を保護育成すべきかについて論じていない。これは、1877年のテーラングの講演が、保護関税による、綿工業の内陸部への拡大に期待したことと異なっており、また、保護により鉄鋼業や砂糖産業を育成すべきだとした1890年代の彼自身の論考とも異なっている。

結論

この報告では、ここまで、最初にラーナデーの生涯や19世紀のデカン地方における経済状況を概観し、次に1870年代のインド西部において知識層の間で語られていた、経済成長論的要素を持ったインド経済論を、(a)国産品愛用による在来手工業の支援、(b)保護関税による近代工業化促進、(c)「富の流出」論、(d)土地制度改革論、(e)科学的工業の普及による農業生産性向上、という5つの項目から紹介し、最後に1878年から1884年までのラーナデーの経済論を分析した。

今日で扱った期間において、ラーナデーの経済論は、復古的な方向性を持つものであり、マラータ同盟期の階級構造や土地制度を理想化し、「私的所有権の魔力」と「ヒンドゥー民族の優秀性」に強く期待するという、具体性の乏しいものであった。学生時代の彼は、経済論はおそらくほとんど執筆していない。1872年と1873年には、彼はナオロジーの影響を強く受けて「富の流出」論を支持していた。では、なぜ彼は、1878年から1884年にかけて、『プーナ人民協会季刊誌』にデカン地方の農業問題、特に土地制度問題について集中的に執筆したのか。これは今日扱った論考の書誌的な性質を、再考する作業であり、1890年代以降の論考との関係を考察する上でも必要な作業である。

プーナ人民協会は、もともとG・V・ジョーシーが、主にデカン地方の住民と、国との間の仲介を行うため結成した組織であり、その会員は主にヒンドゥーの上層部や、西洋的教育を受けた層から構成されていた。その機関誌『プーナ人民協会季刊誌』の発行部数は1880年代前半で200部程度であり、同じくプーナ市で出版されていた英字新聞Mahrattaの半分程度であった。主な購読者層は、プーナ人民協会の会員で、英語教育を受けたバラモン層であり、おそらく家系的な地主層が数多く含まれていたと考えられる。よって、同協会会員の意見を代表して国に提言する機能を持った同季刊誌が、それ自体、土地制度問題を重視し、地主層の利権保護を強調するバイアスを持っていた可能性はある。
それでは、ラーナデーが1878年から1884年まで同季刊誌に執筆した論考は、同協会とその会員の意見や利益を代弁するだけで、彼自身の思想は反映されないものであったのか。報告者はこの見方に、やや否定的である。その理由は以下の3点にある。

第1に、プーナ人民協会季刊誌は、その前半部は同協会の議事録に充てられたものだったが、後半部は政治、経済、社会、宗教、産業など、多様な分野における今日的な問題を、著名な著者に執筆してもらうことを目的としており(Jadav [1997]: 72)、必ずしも会員による執筆でもなかったこと。

第2に、1878年から1884年までの期間は、ラーナデーが同季刊誌に最も活発に執筆した期間でもあるが、このうち1878年1月から1881年3月までの間、彼は政府から謀議の疑いをかけられてプーナを離れ、手紙の検閲を受けており、プーナ人民協会の幹部や会員と意見交換が自由にできる状況にはなかったこと。また、この期間とその後の2年強の期間との間で、明確な執筆内容の相違は見られないこと。

第3に、同協会季刊誌におけるラーナデーの論考は、特に初期において、自由な土地売買による地主層の自然な形成や、地代の固定による農業投資促進など、植民地政府のイデオロギーをそのまま受け入れた内容のものが含まれているが、ロシア農奴解放論や、その後のプルシア土地法制論(1883年10月)などは、同時代のインド西部の他の新聞記事や著作、講演等に見られない論旨のものであり、会員の利益を代表しているとも考えにくいこと。

上記のような状況を考えると、やはりラーナデーは、1878年から1884年にかけて、何らかの理由で土地制度問題に大きな関心を持っており、またその改革により農業発展可能であると考えていたと推測できる。そしておそらく、土地制度問題に関心を持った最大の理由は、この時期、デカン農民救済法(1879年)とベンガル小作法(1885年)の草案がこの時期インド政府内で検討されていたことであろう。

デカン農民救済法とベンガル小作法は、前者は農民の土地売買の権利を制限して農民から金融業者への土地移転を防止する政策であり、後者はザミンダールが小作料を恣意的に引き上げることを防止する政策であり、具体的な内容は異なっていたが、ともに、それまで自由放任であった農村社会関係に国が介入するものであり、マラータ同盟期の土地制度を理想とするラーナデーは、その政府の動きを危険なものとして捉えたのである。

最後に、ラーナデーの講演として先行研究において最も重視され、また同時代においてもインド知識層に強い印象を与えたとされる「インド政治経済学」（1892年）の内容と、1884年以前の彼の『プーナ人民協会季刊誌』における執筆内容とを比較したい。

上記の講演の前半部においてラーナデーは、過去のインドにおける政策や立法が、一方では無分別にイギリス政治経済学の理論や、それに基づいたイギリスの政策動向を追従し、一方では土地の国有化のようにまったくその理論と逆行する政策をとってきたことを批判し、さらに古代から近年までの欧米における経済哲学の歴史をたどっている。
後半部においてラーナデーは、本題である「インドの視点から見た経済科学」を論じているが、その主な内容は、(i)農工業を含むすべての産業に、適切な国の保護や支援をすべきであること、および、(ii)人口の密集した農村部から、海外や新開拓地への移住促進政策をすすめるべきであることの2点であった。
この論考において注目されるのは、やはり、インドにおける工業化の必要性を、ラーナデーがより強く打ち出していることである。彼はまず、熱帯と温帯が自然な国際的分業関係に向かうという「地域間分業論」を批判し、その根拠として、インドの手工業貿易の歴史や、工業の設立において原料生産地としての立地的優位があることを指摘している。
さらにインドの発展にとって工業化が必要な理由として、(a)農業が、工業と異なり、収穫逓減産業であることや、(b)農業の不安定な熱帯では、保険的な役割を果たす非農業部門が必要であること、(c)経済の発展には、農村部に近接する十分な都市が必要であることの3点を挙げている。
最後に彼は、蘭領インドにおけるヨーロッパ人入植型農業の事例を参照しつつ、製糖業や、油搾業、タバコ加工業、養蚕業などが、同じ方法によりインドでも成功する可能性を指摘している。
1884年以前のラーナデーの論考で、中心的な論題であった土地制度の問題は、1892年の講演においては、インド統治における政治経済学理論の恣意的な運用を表す事例（「土地の国有化」）に現れるだけであり、インドの経済成長論の文脈からは切り離され、後背へと押しやられている。
一方、農業開発の手段として新たに参照されている蘭領インドの事例は、彼自身の2年前の講演(「蘭領インドとその耕作システム」)によれば、政府が各村落内の直轄地でサトウキビなどの対欧州輸出用商品作物を生産させ、その徴収権をヨーロッパ人入植者に売却することで、商品作物生産と農産物加工業の発展を図るというものであり、1884年以前の論考よりも、外国の資本や技術を利用するという方針がより明確に示されているといえる。

また、特に開発すべき産業分野として、製糖業や、油搾業、タバコ加工業、養蚕業などを明記しており、1884年以前の論考と比べ、具体性を増している。
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� インド政府は植民地期を通じて、退役インド軍人や官僚の年金、インド政庁の維持費、スターリング債の利子、海外におけるインド軍の活動費などを、イギリスに送金し続けていたが、この送金がインド経済を継続的に貧困化させているとする論。ダダバイ・ナオロジー(b. 1825; d. 1917)がロンドンにおける演説「イギリス統治の恩恵」（1871年）の中で論じ、1876年にはより包括的な講義「インドの貧困」を東インド協会ボンベイ支部で行ったことから、しだいにインド知識層の間で知られるようになった。


� 古典派経済学の原理は、インドのように慣習に支配された社会では応用できず、よって各社会の文明的発展段階に基づいた開発戦略が必要であるとする論。ラーナデーの1892年のスピーチ、「インド政治経済学」のなかで示され、著名となった。


� 英国産工業製品の輸入増大やインドの伝統的手工業の崩壊に危機感を持ち、近代的生産手段の導入や国産品購入促進などにより、インドの工業生産を維持・促進しようとする論。ベンガル分割令（1905年）を契機とした、英国製品不買運動が有名だが、アイディア自体は1830年代からすでに見られたとされている（Jadav [1997]: 44）。


� インド西部のコンカン地方を始祖地とするバラモン・コミュニティー。特に17世紀から18世紀にかけてのマラータ同盟期には、宰相（ペーシュワー）を輩出し、地方行政官も数多く輩出した。


� カルカッタのブラフモ・サマージに影響を受けてボンベイで結成された宗教組織。一神教を信じ、女性の地位向上運動などを行った。


� 高カーストの女性が、夫の死後、火葬の火に身を投げることを美徳とするヒンドゥーの風習。1829年に法律により廃止されたが、その後も続いていた。


� ヘイスティングス総督が導入した、短期間で地税請負人との契約を更新する度がベンガル経済に混乱をもたらしたという教訓に、コーンワリス総督のもと導入された土地査定制度であり、ザミンダール（徴税請負人）に課される地代を恒久的固定したもの。
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